
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－007） 

 

１ 林芳正外相は 5 月 8 日パラオを訪問し、ウィップス大統領との会談で、自

由で開かれたインド太平洋の実現のための協力に合意した。ウィップス大統領

は、林外相の訪問は両国の外交関係強化を示していると述べた。大統領はまた、

「パートナーシップには防衛セキュリティだけでなく、経済レジリエンスと経

済セキュリティも含まれる」と述べたが、パラオの経済セキュリティの一部と

は、日本からのより多くの観光客と直行便ということだ。また、日本の外務省

によれば、林外相は中国とソロモン諸島の間の安全保障条約の調印についての

懸念を表明し、地域の安全に重要な影響を与えると述べた。 

林外相は、グスタフ・アイタロー国務大臣との会談では、パラオ海域での日

本の漁船の安定した操業をはじめとして、漁業、農業および畜産業の分野でパ

ラオと緊密に協力することを約束した。 

 林外相はまた、パラオ国際空港の完工式典に出席した。 

原文 

（10th May 2022, Island Times） 

原文 

（10th May 2022, Island Times） 

※参考：外務省 HP（リンク参照） 

 

２ パラオ国立海洋保護区（PNMS）法の修正を提案する法案の撤回を求める

3,700 の署名がパラオ議会下院に提出された。請願書は、PNMS を再び外国漁業

に開放することを阻止し、漁業禁止区域を 80％に維持することを求めている。

下院議長は、「国際的パートナー」が「我々の社会的結束と政治活動を害する」

キャンペーンを実施して問題を引き起こしたとして非難している。一方、レメ

ンゲサウ前大統領は、PNMSの 80％を漁業に再開するという国家指導者の決定に

影響を与えたとして、外国の漁業ロビー活動団体を非難した。 

原文 

（3rd May 2022, Island Times） 

 

３ ミクロネシア連邦（FSM）大統領府によると、FSM は 8 月に隔離なしで国境

を開放する見込み。搭乗前に COVID-19ワクチンの完全接種と検査陰性を証明す

ることだけが求められる。 

原文 

（6th May 2022, Marshall Islands Journal） 

 

https://islandtimes.org/economic-security-will-strengthen-palau-japan-partnership-whipps/
https://islandtimes.org/japans-fm-graces-airport-grand-opening-ceremony/
https://www.mofa.go.jp/mofaj/a_o/ocn/page6_000693.html
https://islandtimes.org/3700-signatures-to-keep-the-80-of-pnms-closed-submitted-to-hod/


４ 世界銀行は、マーシャル諸島の都市部の気候レジリエンス、安全性、居住

性を強化する新たなプロジェクトを承認した。3,000 万ドルの都市部レジリエ

ンスプロジェクト（Urban Resilience Project）は、公共施設と都市空間の気

候対策強化への援助のほか、首都マジュロの重要インフラを守るための防波堤、

堤防などの護岸施設の建設も含まれている。マーシャル諸島の都市中心部は、

太平洋で最も人口密度の高い地域の一つであり、過去 30年間で、離島からの内

部移動が激増している。 

原文 

（5th May 2022, Radio NZ） 

 

５ マーシャル諸島（RMI）は第 7回アワ・オーシャン会議で、Global Fishing 

Watch の公開地図に船舶監視データを共有することで、海洋ガバナンスを強化

し、世界で最も豊かな漁場の一つでコンプライアンスを促進することを約束し

た。太平洋島嶼国として初めて漁業活動を世界に公開するもので、政府の船舶

監視システム（VMS）データと統合することにより、RMI を旗国とするすべての

船舶と同国の漁業海域で操業する外国船舶は、Global Fishing Watch の地図に

表示される。 

原文 

（28th April 2022, Scoop） 

 

６ 米国インド太平洋調整官のカート・キャンベル氏は、太平洋の指導者を今

年後半にホワイトハウスに招待するなど、バイデン政権が太平洋島嶼国への関

与を強化するつもりであると述べた。また、米国国際開発庁（USAID）や米国

国際開発金融公社（U.S. International Development Finance Corporation）

と協力して、太平洋地域のプロジェクトに資金提供し、同地域の多くの場所で

平和部隊（Peace Corps.）を復活させると述べた。同氏はまた、太平洋諸島フ

ォーラム（PIF）を通じて多方面の取組みへの支援を増加させると述べた。 

原文 

（2nd May 2022, Reuters） 

 

７ 太平洋諸島フォーラム（PIF）の次回首脳会議が 6 月 7 日～9 日にスバで開

催されることが発表された。議長はフィジーのバイニマラマ首相で、2019 年以

来の対面形式で実施される。 

原文 

（6th May 2022, Marshall Islands Journal） 

 

８ マーシャル諸島、パラオ、キリバス、ツバルの元首脳や太平洋諸島フォー

ラム元事務局長を含む Pacific Elders Voiceは、太平洋で最も大きな安全保障

上の脅威は、地理戦略的な（geo-strategic）緊張ではなく、気候変動問題だ

と述べた。この声明は、中国とソロモン諸島が安全保障協定に署名したという

ニュースに続いて発表された。協定案が漏洩した後、豪州、ニュージーランド、

日本、米国のすべてがソロモン諸島にトップレベルの代表団を派遣し,同国の

https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/466471/world-bank-plan-to-improve-marshall-islands-urban-areas
https://www.scoop.co.nz/stories/WO2204/S00225/republic-of-the-marshall-islands-to-become-first-pacific-island-nation-to-publish-fishing-activity-to-fishing-watch-map.htm
https://www.reuters.com/world/united-states-invite-pacific-leaders-white-house-ramp-up-diplomatic-ties-2022-05-02/


ソガバレ首相に協定へ署名しないよう説得を試みたが、元指導者らは、これら

の大国が、太平洋の指導者に相談せずにこの地域の政策を進めていることに懸

念を表明するとともに、大国が取り組む必要があるのは、太平洋に脅威をもた

らしている気候変動問題に対する自らの貢献だと主張した。 

原文 

（29th April 2022, The Guardian） 

 

９ ソロモン諸島と国際金融公社（International Finance Corporation：IFC）

は共同で、世界クラスのマグロ加工場をマライタ州に開発する予定。5,500 人

以上の雇用を創出でき、最大 4,000 万ドルの外国投資を生み出すと見込まれる。

世界銀行グループである IFC は、このプロジェクトは豪州およびニュージーラ

ンド政府によって支援されており、ソロモン諸島に変革をもたらすと考えられ

ていると述べた。 

原文 

（4th May 2022, Radio NZ） 

 

10 サモアのフィアメ首相は、5月2日、非常事態宣言の内容を大幅に変更し、

今月中に学校を再開するほか、サモア国民に限られるが国際線を再開する発表

を行った。（※外国人に対する）国境再開については、今年8月、9月の予定。 

原文 

（2nd May 2022, Samoa Observer） 

 

11 パプアニューギニア（PNG）で今年の総選挙の日程が決まり、投票期間は 7

月 9 日～22 日の 2 週間で実施され、結果は 7 月 29 日までに返される。一方、

フィジーでは選挙運動が 4月 26日に始まったが、いつ投票が実施されるか発表

されていない。注目は、前のクーデターのリーダーである Sitiveni Rabuka 氏

が率いる新政党の People’s Alliance党で、バイニマラマ氏が率いる現政権に

対する攻勢が想定される。 

原文 

（6th May 2022, Marshall Islands Journal） 

 

  

https://www.theguardian.com/world/2022/apr/29/climate-crisis-not-china-is-biggest-threat-to-pacific-say-former-leaders
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/466421/solomons-tuna-plant-could-establish-thousands-of-new-jobs
https://www.samoaobserver.ws/category/samoa/98145


 

 

  



 

 

  



 

 


